
（２）子育てを応援し、だれもが健やかに安心して暮らせる
［健康の増進と福祉の充実］

（単位：千円）

予 算 額

<新><重要><子育て>

子育て支援医療費助成事 2,220,050 　子育て支援の一層の充実を図るため、所得制限を廃止し、乳幼

業 児・児童の医療費の一部負担金等を助成する。

(年金医療課)

(現：子育て企画課) <医療費助成>

<財源構成> ・通院　０歳～小学校就学前

①諸収入 5,726 ・入院　０歳～中学校卒業前（従前　小学校就学前）

②一般財源 2,214,324 ・平成21年度から公費番号制度導入予定（受診手続の簡素化）

<拡大><重要><子育て>

妊婦健康診査事業 384,036 　健やかに子どもを生み育てるための支援の一環として、妊婦健

(保健総務課) 康診査回数を拡大する。

<事業概要>

・公費負担回数　２回　→　５回

　　妊娠８週・20週・24週・30週・36週前後

摘　　　　　　　　　要事　業　名

<子育て支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><重要><安心><オリ>（再掲 P.97）

ＡＥＤ民間施設普及促進 10,950 　民間児童施設のＡＥＤ整備を促進するため、新たに補助制度を

事業 創設する。

(健康増進課)

<制度の概要>

・趣　　旨　　子どもは心室細動の危険性が高いため、子どもが

　　　　　　　利用する施設にＡＥＤの普及促進を図る。

・対象施設　　私立幼稚園、民間保育所等　　253施設　　

                                   (平成19年10月１日現在)

・補 助 率　　購入費用の1／2(上限15万円)

・期　　間　　平成20～21年度の２か年

・民間への補助制度導入　政令指定都市初

・さいたま市ＡＥＤ設置台数　633台

　　　　　　　　　　（配備計画達成）

<参考>

・児童施設の整備状況

　市有施設 100％　民間施設 3％未満

<子育て支援>

24



（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><重要><子育て>

私立幼稚園預かり保育事 91,590 　「預かり保育事業」を実施する私立幼稚園に対する支援制度を

業 創設する。

(保育課)

<制度の概要>

・通常預かり保育分・長時間預かり保育分（延長分）

・長期休園・休業日分

・預かり保育推進加算金

　 <効果>

・待機児童の解消　　約150人

・保護者負担の軽減

私立幼稚園運営費補助事 133,183 　私立幼稚園に対し運営費の一部を助成する。

業

(保育課) <制度の概要>

・目　的　教育条件の維持、向上等

・補助額　園児数１～100人　1,200,000円

　　　　　　　　101～200人 1,250,000円

　　　　　　　　201人以上　1,300,000円

<子育て支援>

預かり料 200円以下の施設

長時間預かり保育加算額 県該当部分長時間

担当教職員数 対象園児数 ２時間以上の預かり保育 預かり保育加算額

２人 30人以下 46万円 48万円×延長対象時間数 34万円×延長対象時間数

３人以上 31人以上 74万円 72万円×延長対象時間数 52万円×延長対象時間数

預かり保育規模 通常預かり保育
補助金
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><重要><子育て>

ハローエンゼル訪問事業 20,579 　乳児（生後４か月まで）の健全な育成を支援するため、家庭を

(子育て支援課) 訪問し、子育ての情報提供や相談などを行う。

(現：子育て企画課)

<財源構成> <事業概要>

①国庫支出金 18,852 ・対象　生後４か月までの乳児のいる全家庭　　約7,500件／年

②一般財源 1,727

・訪問開始　平成20年７月

　　　　　　平成20年度は約5,600件を訪問予定

・訪問員　民生委員・児童委員等　約50人

産婦・新生児訪問指導 14,395 　生後60日以内の乳児のいる家庭を訪問し、保健指導、子育ての

(保健総務課) 相談などを行う。

<事業概要>

・対象　生後60日以内の乳児のいる家庭のうち希望する家庭

約2,500件／年

・訪問時の支援　身長・体重測定、母親・新生児の健康チェック

　　　　　　　や保健指導、育児相談等

<子育て支援>

（産婦・新生児訪問指導と合わせて全戸訪問）
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><重要><子育て>

事業所内保育施設推進事 17,418 　事業所内保育施設の整備を促進するため、企業に対する支援制

業 度を創設する。

(保育課)

(現：子育て企画課) <制度の概要>

・対象　地域の児童等を受け入れる事業所内保育所

・施設整備補助

　　改修　　　　　300千円/人

　　新設・増改築　625千円/人

・運営費補助（地域の児童１人につき）

　　０歳児　　　　　32,800円/月

　　１歳児～就学前　16,400円/月

<子育て支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て>

保育所の新設整備事業 690,262 　保育所待機児童の解消を図るため、民間保育所の建設費及び運

(子育て企画課) 営費の一部を助成する。

(保育課)

<財源構成> <対象施設>

①分担金及び負担金 ・新設整備

81,248 　　(仮称)吉野保育園（北区吉野町２丁目）

②国庫支出金 267,515 　　　定員　90人

③一般財源 341,499 　　(仮称)ゆめいろ保育園（中央区本町東４丁目）

　　　定員　90人

・移転・増改築

　　与野ひなどり保育園（中央区本町西２丁目）

　　　定員　30人増

・新規開設（定員300人増） 定員

　　(仮)けやきの森保育園（北区日進町２丁目） 90人

　　(仮)茶々すずや保育園（中央区鈴谷５丁目） 90人

　　(仮)第２こぐま保育園（緑区大間木） 60人

　　(仮)あいう園美園（緑区大門） 60人

<子育て支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て> 　

認可外保育施設(ナーサリ 604,601 　保育所待機児童の解消と保育の充実を図るため、認可外保育施

ールーム・家庭保育室） 設に助成を行う。

運営事業

(保育課） ・ナーサリールーム（０～５歳、20人以上）

<財源構成> 　　21施設 ⇒ 31施設

①国庫支出金 194

②一般財源 604,407 ・家庭保育室（０～２歳、19人以下）

　　51施設 ⇒ 52施設

<新><総振・マニ><子育て>

認定こども園整備促進事 6,000 　幼児教育、保育を併せて提供する「認定こども園」の整備を促進す

業 るための支援制度を創設する。

(保育課)

(現：子育て企画課) <制度の概要>

・改　修　　600千円/人

・増改築　1,250千円/人

・補助率　　1/2

<子育て支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て>

病児保育事業 35,960 　医療機関の保育室で、病気中又は病気回復期の児童の一時保育

(保育課) を行う。

<財源構成>

①国庫支出金 15,501 <内容>

②諸収入 2,972 ・病児保育事業運営業務委託等

③一般財源 17,487 ・<新>施設整備費（改修費等）補助金

<事業概要>

・実施医療機関

・実施時間　　午前８時～午後６時

・対 象 者　　市内の保育所に通所中の児童

・利用者負担　１日 2,000円

　　　　　　　所得税非課税世帯 1,000円

          　　市民税非課税世帯・生活保護世帯　無料

<実績>

　平成18年度　１か月平均 あすなろ　　46人

　　　　　　　　　　　　 こりすの家　36人

<子育て支援>

病児保育室名 定員 医療機関（所在区）

病児保育室あすなろ　 ４人 中里小児科（見沼区）

病児保育室こりすの家 ４人 西部総合病院（桜区）

病児保育室キッズカサイ ４人 かさい医院（浦和区）
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て>

放課後児童健全育成事業 172,393 　待機児童の解消及び保育環境の改善を図るため、放課後児童ク

(子育て支援課) ラブを整備する。

<財源構成>

①国庫支出金 4,700 ・公設児童クラブ(平成21年度開設 ４か所 定員220人)

②一般財源 167,693 　　・新設整備 ３か所

　　　　　大宮別所小（30人）つばさ小（50人）

　　　　　大砂土東小（70人）

　　・実施設計　指扇北小（70人）

　　　　

・民設児童クラブ（民間による整備　８か所）

　　・平成20年度開設　５か所

　　　　（予定）植竹小　栄和小　仲本小　浦和別所小　三橋小

　　・平成20年度移転　３か所

　　　　（予定）蓮沼小　大谷小　尾間木小　

<子育て支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て>

放課後子ども教室推進事 23,387 　児童の健全育成を目的に、放課後子ども教室を実施する。

業

(子育て支援課) <事業概要>

<財源構成> ・目　　的　児童の安全、安心な拠点づくり　　

①国庫支出金 7,795 ・実施箇所　20か所（平成19年度　13か所）

②一般財源 15,592 ・対 象 者　登録した全児童　　

・活動内容　遊び、スポーツ、地域交流、学習サポート等

・実施場所　小学校・公民館等

<子育て>

特別支援学校放課後児童 31,789 　特別支援学校に通学する障害児を対象とした放課後児童クラブ

対策事業 に対し、運営費を助成する。

(子育て支援課)

<対象施設>

　わんぱくクラブ（緑区東浦和６丁目）

　風の子クラブ（中央区八王子４丁目）

　春日部ゆいはるじおん（春日部市）

　蕨げんきクラブ（蕨市）

　養護学校放課後ケアさくら（川口市）

　対象人数　合計49人

<子育て支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><子育て>

地域子育て支援センター 278,239 　子育て情報の提供、育児相談等を行う地域子育て支援センター

整備事業 の充実を図る。

・単独型支援センターの新設

　 (仮称)さいたま北（北区日進町３丁目）

<財源構成>

①国庫支出金 68,846 ・保育所併設型子育て支援センターの新設

②諸収入 24 　（仮称)けやきの森保育園（北区日進町２丁目）

③一般財源 209,369 　（仮称)茶々すずや保育園（中央区鈴谷５丁目）

　（仮称)第２こぐま保育園（緑区大間木）

　（仮称)あいう園美園（緑区大門）

・拠点４センターの土曜日開催

　 (うらわ・おおみや・よの・いわつき)

<参考>

　子育て支援センター数（平成20年度末見込み）

・拠点型　４(うらわ・おおみや・よの・いわつき)

・単独型　３(さいのこ・マイムマイム・(仮称)さいたま北)

　(今後の整備予定区：西区、桜区、南区)

・保育所併設型　38（公設４ 民設34）

<拡大><子育て>

のびのびルーム事業 24,780 　０～２歳児までの親子を中心とした集いの場として、放課後児

(子育て支援課) 童クラブを午前中、のびのびルームとして開放する。

<財源構成>

①国庫支出金 5,610 ・新規開設　大宮南（大宮区吉敷町３丁目）

②一般財源 19,170 　　　　　　蓮沼（見沼区風渡野）

・既開設 　 29か所

(子育て支援課)

(保育課)

(子育て企画課)

<子育て支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<総振・マニ><子育て>

子どもショートステイ事 192 　保護者の家庭における養育が一時的に困難となった乳児・児童

業 を短期間預かる子どもショートステイ事業を実施する。

(子育て支援課)

<財源構成> <事業概要>

①国庫支出金 104 ・委託施設　いわつき乳児院・児童養護施設いわつき 等

②一般財源 88 ・利用期間　原則として７日以内　

<利用料金>

　5,350円／日（２歳未満児・一般世帯の場合）

<実績>

<重要><子育て>

子育てヘルパー派遣事業 849 　保護者の体調不良や育児不安を抱える家庭などに、家事・育児

(子育て支援課） ヘルパーを派遣する。

<財源構成>

①国庫支出金 655 <事業概要>

②一般財源 194 ・対 象 者　妊娠中～小学校６年の児童を持つ世帯

・利用時間　午前８時～午後６時

・利 用 料　市民税課税世帯　　1,000円／１時間

　　　　　　市民税非課税世帯等　500円／１時間

・実　　績　利用延べ人数 66人

　　　　　（利用延べ時間 497時間、１人当たり7.5時間）

　　　　　（平成19年度上半期）

・委 託 先　(財)さいたま市在宅ケアサービス公社

<子育て支援>

平成19年度（12月末現在）

利用者数 利用日数 利用施設 利用事由 委託料

2人 14日
児童養護施設
いわつき

介護による
疲労等

38,500円
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<子育て>

トワイライトステイ事業 4,500 　夕方から夜間まで小学校３年生以下の児童の一時預かりを実施

(保育課) する民間保育所に助成する。

<財源構成>

①国庫支出金 125 <対象施設>

②一般財源 4,375 ・名　　称　武蔵浦和Ｊキッズステーション

・定　　員　10人程度

・対　　象　市内在住で１歳以上小学校３年生まで

・利用時間　平日午後５時～午後10時

<実績>

　平成18年度　　　　　　　延べ 119人

　平成19年度(12月末まで)　延べ  84人

特定不妊治療助成事業 82,000 　次世代育成支援の一環として、特定不妊治療費の助成を行う。

(地域保健課）

<財源構成> <事業概要>

①国庫支出金 41,000 ・助 成 額　１回の治療に10万円を限度に２回まで

②一般財源   41,000 　　　　　　（年度限度額 20万円）

・助成対象　体外受精、顕微授精

・助成期間　通算５年間

<実績>

　平成18年度　413件

<子育て>

高等技能訓練促進費事業 17,304 　母子家庭の自立促進を目的に高等技能訓練促進費を助成する。

(子育て支援課）

<財源構成> <事業概要>

①国庫支出金 12,978 ・取得資格の対象　

②一般財源 4,326 　　介護福祉士、保育士、理学療法士、作業療法士、看護師、

　　准看護師、歯科衛生士　　

・助成額　月103,000円限度

<子育て支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新>（再掲 P.58）

24時間いじめ相談窓口 22,890 　児童・生徒の心の悩みに対応する24時間電話相談を実施する。

(指導２課)

<財源構成> ・岸町教育相談室（浦和区岸町６丁目）

①国庫支出金 7,759

②一般財源 15,131

<新>

保育所アドバイザー事業 2,000 　保育の向上を図るため、専門家による相談業務等を行う。

(保育課)

・専門家による保育所職員への相談業務

・保育研究大会の開催

<新><重要><子育て>（再掲 P.57）

地域に開かれた学校運営 1,386 　地域に開かれた学校運営を推進する。

推進事業（学校法律問題

解決支援） ・法律相談業務

（教職員課） 　　学校を対象とした弁護士による相談窓口の開設

<新><重要><子育て>

児童虐待防止対策事業 81 　児童養護施設等の退所者の身元保証人となった施設長等の負担

軽減を図る。

(児童相談所)

<財源構成> ・就職、賃借住宅等の身元保証等に係る保険料

①国庫支出金 40

②一般財源 41

<児童虐待防止対策>

(身元保証人確保対策事業)
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新>

児童自立生活援助事業 8,478 　児童養護施設等を退所した児童等に生活指導・就業援助などを

(児童相談所) 行う自立援助ホームに対して、運営費の助成を行う。

(現：子育て企画課)

<財源構成> <対象施設>

①国庫支出金 2,590 ・名　　称　自立援助ホーム「クリの家」

②一般財源 5,888 ・場　　所　浦和区岸町４丁目

・定　　員　６名（16～20歳）

・運　　営　ＮＰＯ法人スマイルの仲間たち

<子育て>

子ども虐待予防家庭訪問 2,880 　子育て不安や養育上の問題を抱える家庭に対し、保健師等によ

事業 る継続的な家庭訪問を行う。

(保健総務課)

<財源構成> <実績>

①国庫支出金 810 ・平成18年度　訪問世帯実数   104件

②一般財源 2,070 　　　　　　　訪問世帯延べ数 352件

<子育て>

親子教室の実施 3,220 　子どもの発達の助長や保護者の不安を軽減するため、親子教室

(保健総務課) を実施する。

<財源構成>

①国庫支出金 475 <事業概要>

②一般財源 2,745 ・対象者　言葉の遅れや発達の遅れなどが見られる幼児

　　　　　（主に２～３歳児）

・場　所　各区保健センターで開催

　　　　　月１～２回

<児童虐待防止対策>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><重要><オリ>（再掲 P.109）

シルバーバンクの開設 22,415 　団塊の世代の活動を支援するため、シルバーバンクを開設する

(高齢福祉課)

<財源構成> <スケジュール>

①諸収入 339 　平成20年４月～　人材登録

②一般財源 22,076

　　　　　５月～　ボランティア養成研修

　　　　　10月～　市民活動団体等への派遣（マッチング）

<開設場所>

　コムナーレ９階（コーディネーター４名配置）

<拡大><重要>

1,314,240 　特別養護老人ホームを設置する社会福祉法人に対し、施設建設

費補助金 費の一部を助成する。

(高齢福祉課)

<財源構成> <対象施設> 入所定員

①市債 985,600 　原殿園（西区宝来） 120人

②一般財源   328,640 　さいたまかがやきの里（見沼区染谷３丁目） 100人

　今羽の森（北区今羽町） 100人

　ひなの杜（岩槻区裏慈恩寺） 100人

<高齢者支援>

特別養護老人ホーム整備

。

種類 登録目標

シニアパワー人材バンク 1,000人

シニアボランティアバンク 200団体

シニア指導者人材バンク 200人

企業等ＯＢ人材バンク 100人
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

高齢者生きがい活動セン 14,780 　高齢者の就労や地域活動を支援し、生きがい活動の場を提供す

ター運営事業 る。

(高齢福祉課)

<財源構成> <施設概要>

①使用料及び手数料  698 ・所 在 地　北区植竹町１丁目593－１

②一般財源 14,082 ・施設内容

　　老人憩いの家

　　高齢者就労支援施設・シルバーワークプラザ

　　地域活動拠点施設

<参考>

・指定管理者

　（社）さいたま市シルバー人材センター

　指定期間　４年

<高齢者支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><総振・マニ>

379,790 　知的障害者福祉施設の建設費を助成する。

促進事業

(障害福祉課) <対象施設>

<財源構成> 　施 設 名　知的障害者更生施設　めぐみ園

①国庫支出金 172,493 　　　　　　（施設老朽化に伴う建替え）

②市債  64,600 　所 在 地　緑区三室

③一般財源 142,697 　定　　員　50人

　運営法人　（社福）久美愛園

<拡大><総振・マニ><子育て><安心>

207,250 　障害者相談支援を行う障害者生活支援センターの充実を図る。

事業

(障害福祉課) ・新規開設施設

　　(社福)みぬま福祉会（北区）

　　　知的、身体障害者対応型

・設置数　15か所（全区配置完了）

<設置状況>

　拠点型　障害者総合支援センター内　１施設

　知的、身障、精神対応型　６施設

　知的、身障対応型　３施設

　精神対応型　４施設

知的障害者援護施設整備

<障害者支援>

障害者生活支援センター
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<総振・マニ>

77,146 　障害者が地域で安心して自立した生活を営むことができるよう

障害者の就労支援等を行う。

<財源構成>

①国庫支出金 4,839 <事業概要>

②諸収入 1,690

③一般財源 70,617

<実績>

　平成19年度

　　登録者数　 147名

　　就職決定者　17名（平成19年12月末現在）

<子育て>

療育センターさくら草の 243,080 　障害児の早期発見及び早期療育のための医療施設の機能を有し

運営 た療育センターさくら草を運営する。

(療育センターさくら草）

<財源構成> <施設概要>

①分担金及び負担金 ・所在地　桜区田島２丁目16－２

3,879 ・施設内容

②使用料及び手数料 　　通園施設

50,879 　　すみれ園　　肢体不自由児（定員30名）

③国庫支出金 17,457 　　たんぽぽ園　知的障害児　（定員30名）

④諸収入 1,749 　　外来・地域療育

⑤一般財源 169,116

(障害者総合支援センター)

<障害者支援>

障害者就労支援事業

⇒・職場体験実習　・職場訓練

トレーニングコーチ 障害者

ジョブコーチ ジョブコーチ

事業所 事業所

雇用創出コーディネーター
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<子育て>（再掲 P.58） 

教育相談推進事業 4,583 　知的障害、情緒障害や聴覚・言語に障害のある方の発達相談及

(指導２課) び就学相談を専門に行う。

・特別支援教育相談センター（西区三橋６丁目）

<実績>

・相談件数（平成19年４月～12月末現在）

　　発達相談 1,313件　就学相談 2,951件

　　グループ相談 254件　　合計 4,518件

<重要><子育て>

障害福祉サービス安定化 31,890 　障害福祉サービスの利用及び施設運営の安定化を図るため、障

事業(市単独) 害者自立支援法の激変緩和措置を講じる。

(障害福祉課)

<事業概要>

・サービス利用者の負担軽減

　　負担額の1/2を助成

・施設運営の安定化支援

　　法施行前月の報酬との差額の1/2を補助

・実施期間　平成19年１月～平成21年３月

<障害者支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<総振・マニ>

グループホーム・生活ホ 260,905 　障害者の地域生活への移行先の受け皿となるグループホーム等

ーム補助事業 の運営を支援する。

(障害福祉課)

<財源構成> <内容>

①国庫支出金 53,138 ・生活ホーム補助金

②県支出金 26,569 ・介護給付（ケアホーム）

③一般財源 181,198 ・訓練等給付（グループホーム）

・<新>共同生活介護等助成事業

精神障害者保健福祉手帳 4,800 　精神障害者保健福祉手帳の交付申請時に必要となる医師診断書

診断書料補助事業 の費用を補助する。

(障害福祉課)

<制度の概要>

・限度額　１件　4,000円　

<障害者支援>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<拡大><重要><安心> 　

(仮称)さいたま市民医療 10,905,375 　地域医療体制の充実、強化を図るため、平成21年３月を目途に

センター整備事業 (仮称)さいたま市民医療センターを整備する。

(病院建設準備室)

<財源構成> <内容>

①財産収入 206,665 ・建設工事費等

②繰入金 10,579,519 <継続費>

③一般財源 119,191

・医療総合情報システム整備委託料等

・医療機器等整備補助金

・<新>運営費補助金

<制度の概要>

・補助対象　収支赤字

・補助割合　開設前　全額　⇒　開設後　1/2

・補助期間　開設前　平成20年４月～21年２月

　　　　　　開設後　平成21年３月～24年３月（３年間）

<債務負担行為>

<施設概要>

・所 在 地　西区大字島根地内

・延床面積　約29,317㎡(含付属建物)

・敷地面積　約18,639㎡

・構　　造　鉄筋コンクリート造(一部鉄骨鉄筋コンクリート造)

　　　　　　地下１階地上６階建

・総事業費　183億8,300万円

<保健・医療>

事項 限度額 期間

(仮称)さいたま市民医療
センター運営費補助金

1,000,000
平成21年度から
平成23年度まで

事業名 年度

18 838,768 6.9%

19 5,483,560 44.8%

20 5,900,812 48.3%

合計 12,223,140 100.0%

(仮称)さいたま市
民医療センター建
設事業

年割額
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<事業概要>

・スケジュール　竣工　平成20年11月

　　　　　　　　開院　平成21年３月

・診療科目　内科、外科、小児科、脳神経外科、消化器科、リハ

　　　　　　ビリテーション科、麻酔科、放射線科、整形外科等

・特　　色　・地域医療機関からの紹介患者に対する医療の提供

　　　　　　・24時間体制の第２次小児救急医療の提供

　　　　　　・回復期リハビリテーション機能

　　　　　　・災害拠点病院機能

・病 床 数　340床

<新><総振・マニ>

(仮称)大宮休日夜間急患 3,500 　大宮医師会市民病院閉院後の地域医療体制を確保するため、(仮

診療所整備事業 称)大宮休日夜間急患診療所を整備する。

(健康増進課)

<補助内容>

　診療設備の整備費の一部を補助する。

<保健・医療>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新><総振・マニ><安心>

保健医療・防疫システム 25,459 　感染症等の健康危機被害から市民の安全確保を図るため、備蓄

の整備 品の整備を行う。

(健康増進課)

(地域保健課) <内容>

(保健科学課) ・抗インフルエンザウイルス薬（タミフル）

<財源構成> ・ウイルス検査用試薬

①国庫支出金 4,869 ・陰圧テント、感染防護服等

②一般財源 20,590

<拡大><総振・マニ><子育て><安心>（再掲 P.98）

子ども急患電話相談事業 11,928 　子どもの急病などに対し、適切なアドバイスを行い、保護者の

(健康増進課) 不安解消を図るため、電話相談事業を実施する。

<事業概要>

・相談受付時間

　月～金　　　　　　　　　　19時～22時

　日・土・祝日及び年末年始　９時～17時　19時～22時

（平成19年度は、日・土・祝日及び年末年始の９時～17時のみ）

<実績>

　相談件数　604件（平成19年６月～11月末時点）

<保健・医療>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<総振・マニ><子育て>

子どもの精神保健相談室 2,554 　子ども（小学生から中学生まで）の心の問題の相談窓口として

運営事業 専門的取組を行う。

(こころの健康センター)

<財源構成> <相談体制>

①国庫支出金 356 ・場所　与野本町デイサービスセンター３階

②一般財源 2,198 　　　　（中央区本町東４丁目）

・方法　電話相談（火・金曜日）

　　　　面接指導（月・水・木曜日）

・開設時間　８時30分～17時15分

・職員体制　医師１名、心理士１名、保健師１名

<実績>

・電話相談 99件　

・来所・継続相談 延べ88件（実数 37件）

（平成19年７月17日～10月16日）

<保健・医療>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<国民健康保険事業特別会計>

国民健康保険事業 8,655,389 　国民健康保険事業の経営の安定化を図る。

(国民健康保険課)

<国民健康保険税の改定>

・引上率　平均 5.7％

・引上額　平均 5,357円

<一般会計繰出金>

・基準内繰出し（法等の定めによる繰出し） 2,161,024

・基準外繰出し（財源補てん） 6,494,365

　　内訳

　　　　職員人件費 837,007

　　　　事務費 761,671

　　　　その他繰入金 4,895,687

<新><重要>

特定健診・特定保健指導 1,112,101 　生活習慣病の予防を図るため、特定健診・特定保健指導を実施

事業 する。

(国民健康保険課)

(保健総務課) <事業概要>

<財源構成> ・対 象 者　40歳以上の国民健康保険加入者

①国庫支出金 117,731 ・特定健診　問診、計測、診察、脂質、肝機能、代謝系、尿・腎

②県支出金 117,731 　　　　　　機能、血液一般 等

③一般財源 876,639 ・特定保健指導

　　特定健診の結果　　発症リスク中→動機付け支援

　　　　　　　　　　　発症リスク大→積極的支援

　　・動機付け支援　面接、各自の取組、地域や自主グループ活

　　　　　　　　　　動への参加、実績評価

　　・積極的支援　　面接、運動体験教室、食生活改善教室、

　　　　　　　　　　食事記録、支援レター等、実績評価

<保健・医療>
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<病 院 事 業 会 計>

産婦人科外来移転事業 241,850 　患者サービスの向上を図るため、産婦人科外来部門を周産期母

子医療センター１階に移転整備する。

<財源構成>

①企業債 241,500 ・産婦人科外来移転工事

②内部留保資金　　　350 <継続費>

・医療機器購入

<スケジュール>

　平成20年２月　改修工事着工

　平成20年９月　改修工事竣工

　平成20年10月　医療機器納入

　平成20年11月　産婦人科外来の移転

<保健・医療>

(市立病院庶務課・財務課)

事業名 年度

19 60,000 30.0%

20 140,000 70.0%

合計 200,000 100.0%

年割額

産婦人科外来移転
工事
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（単位：千円）

予 算 額 摘　　　　　　　　　要事　業　名

<新>

中国残留邦人等生活支援 83,752 　中国残留邦人等の円滑な帰国の促進と永住帰国者の生活安定を

給付事業 図るため、住宅費等の給付や相談業務を行う。

(福祉総務課)

<財源構成> <内容>

①国庫支出金 63,751 ・支援給付の内容及び条件　生活保護法の規定による

②一般財源   20,001 ・支援相談員　２名体制
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